























































































































































































































































































































































































５ 最大判平成 11年 11月 10日民集 53巻 8号 1441頁、1704頁。最大判平成 19年 6月 13
日民集 61巻 4号 1617頁。









年 10月 21日民集 42巻 8号 644頁は、「1対 2.92」につき違憲とはいえないと判示し
















月 30日民集 63巻 7号 1520頁）。本判決の評釈として上田健介『平成 21年度重要判
例解説』8頁を参照した。
１４ 平成 6年に公職選挙法が改正され、衆議院議員選挙に小選挙区が導入されて以降、「1
人別枠方式」の合憲性については、前掲注５最大判平成 11年 11月 10日、最判平成




大判平成 17年 9月 14日民集 59巻 7号 2087頁）や国籍法違憲判決（最大判平成 20
年 6月 4日民集 62巻 6号 1367頁）を挙げることができる。
１７ 前掲注５民集 61巻 4号 1617頁。
１８ 岩井・小林・前掲注１１は、本判決における「過疎地域に対する配慮など」の意味につ
いて、人口の少ない地域の地域性に係る問題に関する政策自体への配慮を意味するの
ではなく、新しい選挙制度の導入に際しての、人口の少ない地域（県）における定数
が急激かつ大幅に削減されることへの配慮であることを指摘する。
１９ 本判決における須藤裁判官の補足意見は「1人別枠方式」による「過疎地域への配慮」
について、二重の意味での不合理性を指摘する。すなわち、①全ての国会議員は、一
地方や一集団の代弁者ではなく、全国民を代表する者である（憲法 43条 1項）が、「1
人別枠方式」は、優先順位の高い政策課題への対応を関係集団の選出に係る議員に大
きく依存し、またその関係集団の選出議員はその集団の利益代表であると考えている
ことを意味することになる点、②我が国にとって重要ないし優先順位上位で、しかも
少数者ないしは弱者に関わる政策課題は多数あり、重要な政策課題ごとにその関係集
団それぞれに所属する国民の意思を十分に反映させる必要があり、その関係集団にも
議員を 1人別枠で配分しなければならないということにもなりかねないが、そのよう
なことは現実に不可能であり、仮にそのような措置を取った場合、今度は、人口の少
ない県に対する過疎関連問題等の対策のみを常に優遇し、その関係集団の選挙人の投
票価値を必ず優位なものとするという結果をもたらし、不公平、不合理な結果をもた
らすという点である。
２０ 新井・前掲注３ 3頁も同旨。
２１ 岩間昭道『憲法綱要』（尚学社、2011年）190頁。
衆議院小選挙区選挙における投票価値の平等 －１２５－
